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  空家等対策計画の趣旨 

 

 背景 

 

近年、全国的に少子高齢化に伴う人口減少や既存の住宅・建築物の老朽化、社会的ニーズ

の変化等に伴い、居住その他の使用がなされていない空家等※が年々増加しています。これに

伴い適切な管理が行われていないまま放置されている状態の空家等も増え、地域の暮らしや

生活環境、景観などへ深刻な問題を引き起こしています。 

そのような背景から国において、この空家等の問題解決策として平成27年 5月 26日に「空

家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「空家法」という。）が全面施行されました。 

これらの背景を踏まえ、本町における空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施し、

地域住民の生命、身体又は財産を保護することにより、生活環境の保全を図るとともに、空

家等の活用を促進することにより、地域の活性化に資することを目的として計画を策定する

ものです。 

 
※空家等：建築物又はこれに附属する工作であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるも

の及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう 。 

 

 

 計画の位置づけ 

 

この「立科町空家等対策計画」（以下「空家等対策計画」という。）は、空家法第６条の

規定に基づき、「立科しあわせプラン～第 5 次立科町振興計画」「まち・ひと・しごと創生 

立科町総合戦略」と整合を図りながら空家等対策、利活用等について本町が取り組むべき方

向性等について、基本的な考え方を示したものであり、本町の空家等対策の基礎となるもの

とします。 
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  空家等の現状 

 

 県の状況 

 

平成 30 年に総務省が実施した住宅・土地統計調査の確報値によると、長野県内の平成 30 年

10 月１日現在における総住宅数は 1,007,900 戸、総世帯数は 811,200 世帯、平成 25 年からの

増加数をみると、それぞれ 25,700 戸、22,100 世帯、増加率は 2.6％、2.8％となっています。

総住宅数が総世帯数を 196,700 戸上回って、１世帯当たりの住宅数（総住宅数÷総世帯数）は

1.24 戸となっています。 

総住宅数のうち居住世帯のある住宅は 806,600 戸で、総住宅数の 80.0％を占め、居住世帯の

ない住宅は 201,300 戸（20.0％）で、そのうち、二次的住宅※を除いた空家が 148,900 戸、空

家率は 14.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

 
※二次的住宅：別荘など、週末や休暇時に避暑・保養などの目的で使用される住宅や、普段住んでいる住宅

とは別に、たまに寝泊りする人がいる住宅のこと。 

 

 

 

 本町の状況 

 

（１）空家実態調査 

 

本町では、令和３年度に蓼科地区を除く町内の区域を対象にした空家調査を実施しました。

一戸建ての建物を中心に、専用住宅、併用住宅（店舗、事務所等）を対象に、各行政区長へ

空家候補建物の情報提供を依頼し報告されたものと、現地調査等により確認されたものを合

わせた 310 棟の空家調査を実施しました。 

 

  

総住宅数 総世帯数

空 家 建設中

うち二次的

平成25年 982,200 783,200 199,000 3,300 194,000 51,100 1,700 789,100

平成30年 1,007,900 806,600 201,300 2,800 197,300 48,400 1,300 811,200

一時現在
者のみ

居住世帯
あり

居住世帯
なし
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（２）調査結果の概要 

 

 空家判定基準 

空家の判定にあたっては、下表の「空家判定指標」を基に、外観目視により２項目以上

が該当する状況が見受けられた建築物を空家と判断しまた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家候補建物 310 棟のうち、空家の可能性が高い建物（推定空家）が 249 棟あることが

確認されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

空き家判定指標

　・売り・貸しの表示 □ 有（  売り ：  貸し ）  □ 無

　・電気メーター □ 動いていない(撤去含)  □ 動いている □ 確認できない

　・プロパンガス □ 無い  □ 有 □ 確認できない

　・テレビアンテナ □ 傾き・破損  □ 正常 □ 確認できない

　・表札 □ 無 □ 確認できない

　・郵便受け  □ 溜っていない □ 確認できない

　・雨戸 □ 閉め切り  □ 閉めてない □ 無い

　・生活感（居住気配）□ 無い  □ 有 □ 不明

　・その他 （ ）

 □ 有（氏名：　　　　　　　　    　  ）

□ 溜っている
　  又は塞がっている

エリア 行政区 調査対象 空家 空家以外

中尾・美上下 7 7 0

姥ヶ懐 2 1 1

古町 22 18 4

町 35 24 11

野方 17 12 5

和子 3 3 0

赤沢 4 3 1

中原 8 8 0

日向 3 3 0

大城 2 2 0

上房 5 3 2

山部 11 9 2

真蒲 3 2 1

平林 19 17 2

滝神 5 2 3

牛鹿 6 5 1

柳沢 2 0 2

外倉 7 5 2

五輪久保 0 0 0

虎御前 0 0 0

蟹窪 5 5 0

日中 4 4 0

大深山 4 3 1

立石 7 6 1

石川 6 6 0

塩沢 10 8 2

西塩沢 25 17 8

藤沢 18 17 1

蟹原 8 6 2

桐原 12 12 0

細谷 8 6 2

42 35 7

310 249 61合計

南部

西部

東部

茂田井
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 老朽度・危険度判定基準 

建築物の老朽度・危険度判定とあわせて敷地と建物の外観状況について以下の項目を確

認し、推定空家の不良度を判定しました。 

 

 

 

 

 

 

  

・老朽度・危険度判定表

項目 点数

0

150

20

0

15

50

25

0

15

50

20

0

15

20

0

15

10

・敷地・建物の状況

項目

影響なし

影響あり

影響なし

影響あり

多少の汚れがあっても可

下地の露出は、外壁１面のおよそ
３分の１以上を目安とする

備考

開口部から建物内への立ち入り

屋根、外壁、ガラスの破損や落書
き

備考

著しく劣化しているものとして扱
う

目視判断が不能

構造耐力が著しく不足している

進入可能

不明

建物が倒壊した
場合

隣接する
建物

前面道路

門扉・塀・柵等
の状態

汚損がない

一部に汚損等がある

著しい汚損等がある

窓・建具等の開
口部

進入不可

雑草・樹木

手入れあり

手入れなし

手入れなしで敷地外へも出ている

門扉

施錠されている

施錠されていない

無し

ゴミ等の放置
庭になし

庭にあり

建物等の外観

汚損がない

一部に汚損等がある

著しい汚損等がある

使用状況

最近、使用した形跡がある

長く使用した形跡が認められない

不明

状態

異臭の有無
異臭 なし

異臭 あり

屋根の状況

問題ない

錆やひび割れが認められる

屋根に穴が開いている（屋根の下地が
露出している）、軒の一部が崩落して
いる、屋根が波打っているなど、著し
い劣化が認められる

50

不明

・下地の露出は、屋根面のおよそ
３分の１以上を目安とする。

・屋根が茅やワラで葺かれている
場合を含む。

基礎の状況

異常は認められない

ひび割れが発生している

玉石基礎である又は基礎がない

不明

外壁の状況

問題ない

錆やひび割れが認められる

外壁に穴が開いている又は外壁の下地
が露出しているなど著しく劣化してい
る

不明

状態

建築物の傾斜

傾斜は認められない

明らかに傾斜している

不明
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調査票における推定空家の不良度ランクは次のとおりとしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 老朽度・危険度判定結果 

推定空家とした建物について、外観目視により老朽度・危険度の調査を行い、推定空家

の不良度ランクを判定しました。 

老朽度・危険度を判定ランクにより分類すると、Ａ判定が 7 棟、Ｂ判定が 98 棟、Ｃ判定

が 123 棟、Ｄ判定が 21 棟となりました。なお、老朽度・危険度の程度が著しいランクＣ及

びランクＤの空家は全体で 144 棟であり、推定空家全体のうち約 58 %を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

エリア 行政区 合計
A B C D

中尾・美上下 7 7 0 0 3 4 0 7

姥ヶ懐 2 1 1 0 0 1 0 1

古町 22 18 4 1 6 11 0 18

町 35 24 11 3 10 10 1 24

野方 17 12 5 0 8 4 0 12

和子 3 3 0 0 1 2 0 3

赤沢 4 3 1 0 1 1 1 3

中原 8 8 0 0 3 5 0 8

日向 3 3 0 0 2 0 1 3

大城 2 2 0 0 2 0 0 2

上房 5 3 2 0 1 2 0 3

山部 11 9 2 0 6 2 1 9

真蒲 3 2 1 0 1 1 0 2

平林 19 17 2 0 10 4 3 17

滝神 5 2 3 0 0 2 0 2

牛鹿 6 5 1 0 2 3 0 5

柳沢 2 0 2 0 0 0 0 0

外倉 7 5 2 0 2 3 0 5

五輪久保 0 0 0 0 0 0 0 0

虎御前 0 0 0 0 0 0 0 0

蟹窪 5 5 0 0 0 5 0 5

日中 4 4 0 1 3 0 0 4

大深山 4 3 1 0 0 2 1 3

立石 7 6 1 0 3 2 1 6

石川 6 6 0 0 1 5 0 6

塩沢 10 8 2 0 3 4 1 8

西塩沢 25 17 8 0 6 9 2 17

藤沢 18 17 1 0 3 12 2 17

蟹原 8 6 2 0 3 2 1 6

桐原 12 12 0 0 7 5 0 12

細谷 8 6 2 0 0 4 2 6

42 35 7 2 11 18 4 35

310 249 61 7 98 123 21 249

調査
対象

空家
空家
以外

不良度ランク

南部

西部

合計

東部

茂田井

ランク 判定内容 点数

A
小規模の修繕により再利用が可能
（または修繕がほとんど必要ない）

0点

B
管理が行き届いておらず損傷も見られるが、当面の危険性はない
（多少の改修工事により再利用が可能）

１～30点

C
今すぐに倒壊や建築材の飛散等の危険性はないが、管理が行き届い
ておらず、損傷が激しい （老朽化が著しい）

31～149点

D
倒壊や建築材の飛散など危険が切迫しており、緊急度が極めて高い
（解体が必要と思われる）

150点以上
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（３）空家所有者意向調査 

 

空家実態調査において空家の可能性が高い建物（推定空家）249棟、及び敷地内に管理者が

居住しており、管理されている空家（敷地内空家）12 棟について、固定資産税課税情報をも

とに空家の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）の特定を実施し、所有者等が特定

できた 212 名に対して、対象物件の現状及び管理状況、将来の利活用の可能性、課題などを

把握するため、所有者等の意向に関するアンケート調査を実施しました。 

（発送 212 件うち回答 110 件（うち空家以外との回答 8 件）・回答率 51.9％） 

 

■ 回答者について 

 

 

■問１．対象物件について 

 対象物件の状態 

 

※１～５の回答者、設問終了。６～８の回答者及び未回答者、以降の設問へ。 

 

  

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件

所有者

所有者の家族

所有者の親族

その他

未回答

57.3%

63件

31.8%

35件

9.1%

10件

0.9%

1件

0.9%

1件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件 45件

１.自分または親族等が住んでいる

２.貸家にしている

３.売却、譲渡済

４.既に解体済み

５.不明またはこころあたりがない

６.時々利用している

７.物置として利用している

８.空家である

未回答

3.6%

4件
0.9%

1件
0.0%

0件
2.7%

3件
0.0%

0件
29.1%

32件
25.5%

28件
37.3%

41件
0.9%

1件
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■問２．対象空家の現状と空家となった要因について 

 対象空家の建築時期 

 
 

 空家になってからの年数 

 

 

 空家になった理由 

 
 

  

0件 5件 10件 15件 20件 25件

昭和26年以前

昭和27年～昭和36年

昭和37年～昭和46年

昭和47年～昭和56年

昭和57年～平成3年

平成4年～平成13年

平成14年～平成23年

平成24年～

不明

未回答

22.5%

23件
6.9%

7件
16.7%

17件
10.8%

11件
7.8%

8件
2.0%

2件
2.9%

3件
5.9%

6件
19.6%

20件
4.9%

5件

22件

21.6%

23件

22.5%

23件

22.5%

12件

11.8%

12件

11.8%

2件

2.0%

8件

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1~5年 6~10年 11~20年 21~30年 31~50年 51年以上 未回答

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件 45件

住んでいた人が死亡したため

住んでいた人が施設入所、入院のため

他所へ住宅を新築・購入したため

転勤などで長期不在のため

居住用に取得したが入居していない

賃借人が転居したため

相続等により取得したが住む人がいない

相続人が決まらないため

その他

未回答

43.1%

44件
7.8%

8件
20.6%

21件
0.0%

0件
2.0%

2件
2.0%

2件
16.7%

17件
1.0%

1件
4.9%

5件
2.0%

2件
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■問３．対象空家の管理について 

 対象空家の主な管理者 

 

 

 対象空家の維持・管理の頻度 

 
 

 対象空家の維持・管理の内容（複数選択可） 

  

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件 80件

所有者若しくは家族

親族

対象空家の近所の人

知人

不動産業者

誰も管理していない

その他

未回答

74.5%

76件
12.7%

13件
0.0%

0件
0.0%

0件
0.0%

0件
3.9%

4件
2.0%

2件
6.9%

7件

0件 5件 10件 15件 20件 25件

週１回以上

２～３週間に１回程度

月１回程度

２～３ヶ月に１回程度

半年に１回程度

１年に１回程度

ほとんどしていない

１度もしたことがない

わからない

未回答

2.0%

2件
8.8%

9件
11.8%

12件
22.5%

23件
18.6%

19件
6.9%

7件
20.6%

21件
1.0%

1件
1.0%

1件
6.9%

7件

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件

家屋内の清掃

庭の手入れ、草刈、剪定

空気の入れ替え

破損箇所の小修繕

仏壇等の管理

何も行っていない

その他

未回答

37.3%

38件
65.7%

67件
39.2%

40件
26.5%

27件
19.6%

20件
16.7%

17件
3.9%

4件
8.8%

9件
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 対象空家の維持・管理にかかる年間維持費 

 

 

 対象空家の維持・管理について、困っていること（複数選択可） 

 

 

  

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件

１万円未満

１～５万円未満

５～１０万円未満

１０～５０万円未満

５０万円～１００万円未満

１００万円以上

未回答

4.9%

5件
20.6%

21件
9.8%

10件
31.4%

32件
2.9%

3件
1.0%

1件
29.4%

30件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件 45件 50件

管理の手間が大変

身体的・年齢的な問題

住いから空家までの距離が遠い

管理を頼める相手を探すのが大変

管理の委託料が高い

空家に付帯する田畑・山林等の管理が大変

その他

困っていない

未回答

33.3%

34件

28.4%

29件

49.0%

50件

5.9%

6件

0.0%

0件

28.4%

29件

15.7%

16件

5.9%

6件

13.7%

14件
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■問４．対象空家の今後の活用について 

 対象空家の今後の活用について（複数選択可） 

 

 

「解体したい」と回答した方のみ対象 

解体後の土地の活用について 

 

 

 

 

 

  

0件 10件 20件 30件 40件 50件

売却したい、または、売却してもよい

賃貸したい、または、賃貸してもよい

地域に有効活用してもらいたい

今後も自分または家族が管理をする

将来自分または家族が住む

別荘等として時々住む（短期～長期滞在）ために維持する

他の用途（ ）に自分または家族が使用したい

子や孫に任せる（相続する）

解体したい

予定なし （原状のまま）

その他

未回答

42.2%

43件
22.5%

23件
15.7%

16件
25.5%

26件
8.8%

9件
14.7%

15件
2.9%

3件
4.9%

5件
38.2%

39件
14.7%

15件
3.9%

4件
3.9%

4件

0件 2件 4件 6件 8件 10件 12件 14件

車庫・物置を設置

畑等の菜園

貸地・売却

駐車場として自分が使う

駐車場として他人に貸し出し

わからない・未定である

活用の予定がない

未回答

17.9%

7件
0.0%

0件
33.3%

13件
2.6%

1件
0.0%

0件
30.8%

12件
15.4%

6件
0.0%

0件
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 対象空家の今後の活用について、困っていることや心配ごと（３つまで複数選択可） 

 

 

 

■問５．対象空家活用へのご協力について 

 対象空家の活用等について（複数選択可） 

 
 

 

 

  

0件 10件 20件 30件 40件 50件

今後利用はないので、どうしたらよいかわからない

リフォームしないと使用できる状態ではない

荷物・仏壇が置いたままであり、その処分に困っている

先祖代々の家であり、自分だけでは判断できない（相続問題等）

庭の手入れなどが出来ないので管理に困っている

解体したいが、解体費用の支出が困難で解体できない

解体して更地になることで固定資産税等が上がる

愛着があり他人には賃貸、売却できない

賃貸・売却したいが相手が見つからない

賃貸してもいいが、住みつかれるのは不安だ

賃貸・売却することで知らない住民が入居し、近所に迷惑をかける

敷地内に先祖の墓があり、賃貸、売却が困難である

田畑や山林があり、賃貸・売却が困難

接道の問題があり、賃貸・売却が困難

その他

未回答

29.4%

30件
28.4%

29件
33.3%

34件
4.9%

5件
10.8%

11件
43.1%

44件
19.6%

20件
5.9%

6件
10.8%

11件
1.0%

1件
2.9%

3件
0.0%

0件
10.8%

11件
4.9%

5件
8.8%

9件
8.8%

9件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件

無償で貸与

低価格 （維持管理費相当額）で賃貸

市場価格で賃貸

売却

対象空家と土地の寄付

提供できない

その他

未回答

3.9%

4件
20.6%

21件
5.9%

6件
30.4%

31件
15.7%

16件
21.6%

22件
15.7%

16件
19.6%

20件
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 前記問で「無償で貸与」、「低価格（維持管理費相当額）で賃貸」、「市場価格で賃貸」

と回答した方のみ対象 

対象空家を貸出しする時の条件（複数回答可） 

 

 

 

■問６． 立科町空き家バンクについて 

 立科町の「空き家バンク」の認知度 

 

 

  

0件 5件 10件 15件 20件

現状のままで良いなら貸出しする

補修、修繕を自己負担して貸出しする

補修、修繕を賃借人が負担するなら、貸出してもよい

補修、修繕を補助金等で賄えるなら賃貸してもいい

その他の条件なら貸出しでもいい

未回答

51.6%

16件

3.2%

1件

64.5%

20件

48.4%

15件

9.7%

3件

6.5%

2件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件 45件 50件

内容まで知っている

名前を聞いたことがある

知らない

未回答

11.8%

12件

48.0%

49件

27.5%

28件

12.7%

13件
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 今後、この制度への登録について 

 

 

 前記問で「.登録したくない」と回答した方のみ対象 

登録したくない理由 

 

 

 空家の管理・活用に関する要望（複数選択可） 

  

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件 45件

登録したい

登録したくない

わからない

既に登録済み

条件によっては登録したい

空き家バンクについて詳しく知りたい

未回答

15.7%

16件

11.8%

12件

41.2%

42件

2.0%

2件

5.9%

6件

7.8%

8件

15.7%

16件

0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件

今後、使用する予定がある

他人に売却、賃貸する予定がある

不安がある

その他

未回答

50.0%

6件

0.0%

0件

0.0%

0件

41.7%

5件

8.3%

1件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件

空家を売却・賃貸する場合の相手先等の情報がほしい

空家活用方法についてのアドバイスや情報がほしい

空家の修繕や改修に対する補助がほしい

空家の解体除却に対する補助がほしい

その他

未回答

21.6%

22件

17.6%

18件

16.7%

17件

36.3%

37件

8.8%

9件

38.2%

39件
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（４）空家等における課題 

 

本町の空家等の現状や調査等の結果を踏まえると、空家等の対策を実施するうえで、次の

課題があると考えられます。 

 

 空家等を増やさないための取り組み 

空家等の適切な管理は、所有者等に管理責任があるため、所有者等に適切な管理を促す

ための啓発を行う必要があります。また、空家等の増加を少しでも抑制するために、空家

等の利活用と町外からの移住・定住促進策を講ずる必要があります。 

 

 空家等に関する様々な相談への対応 

空家等の所有者等が抱えている問題や空家等の周辺に住む町民等からの相談は多岐に渡

っています。それらの相談内容ごとに担当部署間で連携を図り対応できる組織体制を整備

する必要があります。 

 

 使用可能な空家等及び跡地の有効活用 

増加する空家等を有用な既存ストックとして、移住定住促進や子育て支援など地域活性

化の課題解決に活用できる可能性があります。空家等及び除却した空家等に係る跡地は、

所有者等の財産ではあるものの、地域においても活性化につながる有効な資産にもつなが

ることから、所有者等に対し、有効活用等を促していく必要があります。 

 

 管理不全な空家等の改善及び解消 

管理不全な空家等は、周辺に悪影響を与える特定空家等になる可能性が高いため、それ

らの空家等は、法に基づき適切に指導を行い、改善を促していく必要があります。 

 

 所有者等の特定ができない空家等への対応 

空家等の所有者等が特定できない要因としては、相続登記がなされず、活用や処分をし

たくても関係権利者が多数にのぼり合意がとれない場合や所有者等が町外へ居住して、所

有している空家等の実態を把握していない場合などがあります。問題の解決には、町、関

係機関及び専門事業者が連携、協力をして対策を講ずる必要があります。 
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  空家等対策の基本的な方針 

 

 空家等の基本的な方針 

 

（１）対象とする地区  

 

今、住んでいる住宅であっても空家となる可能性があり、空家等を放置することで住民生

活に様々な問題が発生すると考えられるため、空家等対策計画の対象地域は、立科町全域と

します。 

なお、空家等所在地周辺の建物の有無や交通量などの状況により、空家等が及ぼす影響の

大きさは様々であるため、空家等がおかれている状況を踏まえ、対策の優先順位を判断しま

す。 

 

（２）対象とする空家等の種類  

 

本計画の対象とする空家等の種類は、空家法第２条第１項の規定による「空家等」及び同

条第２項の規定による「特定空家等」とし、次に定義されます。 

空 家 等：建築物又はこれに附属する工作であって居住その他の使用がなされていない

ことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）

をいう 。 

特定空家等：そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著

しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないこと

により著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図る

ために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

 

（３）基本的な方針 

 

以下の３項目について、空家等対策計画の基本方針とします。 

 

イ 空家等の適正な管理の促進 

町内の空家等の状況について、住民からの情報提供や実態調査を実施することにより

的確に把握し、所有者等に適正管理の重要性や管理不全な状態が周辺に及ぼす影響につ

いて情報提供するとともに、管理不全な空家等に対しては、空家法の規定に従い、所有

者等への助言指導等必要な措置を講じます。 

ロ 空き家バンクの充実 

町内の空家等の発生を抑制するとともに空家等を資源として活用するため、賃貸・売

却が可能な空家等を中心に「空き家バンク」への登録を推進し、「空き家バンク」ホー

ムページの更新を随時行うなど情報提供を実施します。 

ハ 住まいの整備を支援するまちづくり 

空家等を利活用するには改修を要する場合が多く、改修費用が負担といった理由で断

念する場合も少なくありません。 

また、危険な空家等を解体する場合でも同様の理由で対策が遅れることが考えられま
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す。 

 すでに本町では、一定の条件を満たした家屋に対して、「立科町空き家利用促進補助

金」を交付しており、今後も制度の推進や、住民への各種情報提供により、住まいの整

備を支援するまちづくりを目指します。 

 

 

 計画期間 

 

本計画の計画期間は、 令和４年度を初年度として令和８年度までの５年間とします。 

なお、計画は、継続して適正な進行管理を行うとともに、各種施策の実施による効果や社

会状況の変化等により、必要に応じて見直しを図るものとします。 

 

 

 空家等の調査に関する事項 

 

（１）空家等の実態調査  

 

令和３年度に蓼科地区を除く町内の区域を対象とした空家等の調査を行い、一定の把握を

行いました。空家等を対象とする調査は、今後も必要に応じて実施していくものとします。 

 

（２）空家等の調査方法  

 

現地調査及び周辺住民や行政区等からの情報をもとに空家等であることの確認を行います。

また、空家等の所有者等に対するアンケート調査や聞き取り調査などにより、現在の管理状

況や将来的な空家等の活用方法等についても確認し、空家等の実態を把握して総合的な情報

整備に努めます。 

また、空家法第 11 条に規定するデータベースについても整備します。 

 

（３）立入調査 

 

現地調査の結果や周辺住民等からの情報提供により、適切な管理が行われていない空家等

については、空家法第９条の規定に基づき立入調査を実施します。 
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 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

 

空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、自らの責任において空

家等の適切な管理に努めなければなりません。本町では、町ホームページや広報紙において

適切な維持管理のための情報の提供、助言その他必要な援助を行い、空家等の所有者等に対

して意識の向上を図り、空家等が管理不全のまま放置されることを防止・解消を促します。 

また、さらには、空家等の所有者等による様々な事情を考慮し、空家等の利活用促進の施

策に関する具体的な提案を行い、空家等の所有者等の適正な管理に繋げます。 

 

 

 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

 

空家等の所有者等に対して空家等の利活用を促すとともに、空家等の所有者等の意向をし

っかり確認したうえで、関係機関や専門事業者と連携した利活用の提案を実施し、問題の解

消と地域の活性化に繋げます。 

 

（１）空家等の利活用の促進  

 

「空き家バンク」への登録を推奨するとともに、専門的な視点で協力を得られる不動産業

者等の関係事業者団体と協力し、所有者等に対して利活用の企画・提案等を検討します。 

また、地域からの要望等により、地域活動の拠点等、多目的な有効活用などについても検

討します。 

 

（２）補助金の活用促進  

 

「立科町空き家利用促進補助金」の活用を促すことにより、空家等の解消に努めます。そ

の他国及び県の補助金を積極的に活用し、空家等の解消を推進します。 

 

（３）除去した空家等に係る跡地の活用の促進 

 

 除却後の跡地における適切な維持管理の促進 

除却後の跡地は、雑草等が繁茂しないよう、適切な維持管理を継続することが求められ

ることから、所有者等への継続的な啓発等により、適切な維持管理を促進します。 

 

 地域の住環境向上につながる跡地活用の検討 

除却後の跡地を地域資源として活かすため、所有者等の理解が得られ、地域住民等から

の要望があるものについては、住環境向上につながる活用のあり方を検討します。検討に

あたっては、所有者等、地域住民、関係団体等と連携します。 
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 特定空家等に対する措置に関する事項 

 

空家法では、町長は特定空家等の所有者に対し、助言又は指導ができると規定されており

ますが、直ちに指導等の措置を開始するのではなく、状況に応じて相談窓口や助成制度の紹

介等により解決を図ることも重要と考えております。 

しかし、他に対応できない場合の特定空家等は、適切な管理が行われず周辺の町民等の生

活環境に悪影響を及ぼしていることから、町長は町民等の生命、健康、財産の保護を図ると

ともに、健全な生活環境の保全を図るために、必要な措置を講ずるものとします。 

 

（１）特定空家等の判断基準  

 

適切な管理が行われていない空家等の立入調査により、特定空家等になりうる空家等が発

見された場合、空家等が特定空家等に該当するかの判断は、「『特定空家等に対する措置』に

関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」（以下「ガイドライン」という。）

に定める内容を基本とし、物理・防犯・環境・衛生等の観点から「立科町空家等対策協議会」

（以下「協議会」という。）の意見を踏まえ総合的に判断します。 

特定空家等の定義 

イ そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

ロ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

ハ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

ニ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

（２）特定空家等に対する措置  

 

特定空家等に対する措置の方針については、「立科町空家等対策協議会」（以下「協議会」

という。）の意見を聴いたうえで、措置に向けた手続を行うこととします。 

 助言又は指導 

所有者等による適切な管理が必要な特定空家等であると判断した場合は、ガイドライン

第３章３の手続により、所有者等に対し空家法第 14 条第１項の規定に基づき、除却、修繕、

立木竹の伐採その他生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう「助言又は指導」

を行ないます。 

 

 勧告 

助言又は指導を実施しても特定空家等の状態が改善されないと認めるときは、ガイドラ

イン第３章４の手続により、所有者等に対し空家法第 14 条第２項の規定に基づき「勧告」

を実施します。 

なお、勧告を受けた特定空家等の土地については、固定資産税等の住宅用地特例の措置

の対象から除外されます。 

 

 命令 

勧告を実施しても正当な理由なくその勧告に係る措置をとらない場合で、特に必要があ
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ると認めるときは、ガイドライン第３章５の手続により、所有者等に対し空家法第 14 条第

３項から第８項の規定に基づき「命令」を実施します。 

 

 行政代執行 

命令を受けた者が、その措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行し

ても期限までに完了する見込みがないときは、ガイドライン第３章６の手続により所有者

等に対し、空家法第 14 条第９項の規定に基づき「行政代執行」を行ないます。 

なお、代執行に要した一切の費用は、義務者から徴収（行政代執行法第５条・第６条）

します。 

 

 略式代執行 

空家法第 14 条第３項に基づく措置を命ぜられるべき者を確知することがでない場合は、

ガイドラン第３章７の手続により、空家法第 14 条第 10 項の規定に基づき「略式代執行」

を行ないます。 

 

 その他の対処 

前項に掲げる措置のほか必要な対処については、協議会と協議したうえで決定し、実施

するものとします。なお、災害時等緊急の場合の対応については、この限りではありませ

ん。 

 

 

  



 

20 

 住民等からの空家等相談への対応に関する事項 

 

町に寄せられる空家等に関する今後の活用に関することや悪影響を及ぼしている近隣の空

家等への苦情など様々なケースが考えられます。こうした各種相談に対して、町はできる限

り迅速かつ丁寧な対応を図るよう努めます。 

 

 空家等の今後の活用について 

空家等の活用に関する相談については、「空き家バンク」への登録の促進や、空家等の現

状を確認し、今後の対応について検討していきます。 

 

 近隣住民からの苦情等 

住民からの空家等に関する苦情等については、対象の行政区役員等に空家等に関する地

元情報の提供を依頼するなど、空家等の実態把握に努めるとともに、所有者等に対し早期

の改善が図られるよう助言及び情報提供等を行うなど適切な対応をしていきます。 

 

 専門団体との連携 

所有者等や関係部署だけでは解決できない課題も多く多岐にわたり、高い専門性が要求

されることから、専門団体（司法書士会、土地家屋調査士会、建築士会、宅地建物取引業

協会等）との連携のうえ、対策を講ずることが必要です。このため、所有者等に対して空

家等の活用・除却等についての情報を提供できるよう相談体制を整備します。 

 

 

 空家等対策の実施体制に関する事項 

 

（１）協議会  

 

協議会は、会長を町長とし、住民の代表者、町議会の代表者、法務、不動産、建築等に関

する学識経験者及び町長が必要と認める者の計 12 人以内で構成されています。 

協議会では、空家等対策全般について協議するとともに、特定空家等の認定やその対応に

ついても協議を行います。 

空家等に関する問題の解決には、専門的な知識も必要であることから、協議会と常に連携

を取りながら町内の空家等対策を進めていきます。 

 

（２）庁内体制  

 

空家等については、関係法令が多岐にわたるとともに、対応の在り方も状況により異なる

ため、複数の関連する部署が連携して対応する必要があります。 

空家等対策の推進にあたっては、行政内部の横の連携が重要であることから、必要に応じ

て空家等の情報共有や対策を行う際の連携の向上を図ります。 
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（３）関係機関との連携  

 

空家等対策は国や県等の取り組み内容に密接に関連してくることから、長野県空き家対策

市町村連絡会、長野県空き家対策支援協議会等を通じて情報交換を図り、技術的な助言を仰

ぐとともに、必要に応じて他自治体との連携も図ります。 

 

 

 その他空家等対策の実施に関し必要な事項 

 

（１）継続的な空家等の状況把握・情報の整備更新  

 

空家等対策は、その性質上、短期的な取組みだけでなく、中長期的な視点に立って取組みを

進めることが重要です。現在は居住中である住宅が空家等になり、空家等になった建物の管理

不全化が進むなど、対策が必要となる空家等は新たに発生し、時間の経過とともに状態が変化

します。 

本町では、継続的に空家等に関する情報の収集・整備・更新を行い、新たに発生する空家等

も含め、町内の空家等問題の解消に努めていきます。 

 

（２）他法令との連携  

 

空家等の対策は、この法律に限らず、建築基準法、道路法、消防法、災害対策基本法など、

それぞれの法律の目的に照らして、適正に管理されていない空家等については、当該法令によ

り必要な措置等を講じることが可能な場合があります。このため、空家等の情報について、内

部部局で共有し、密に連携を図ります。 

 

（３）計画の見直しと変更  

 

法及び条例の改正、国や県の空家等対策に関する補助制度等の動向、社会状況の変化、本町

における空家等の状況の変化、実施した各施策の効果等により、計画の見直しが必要となった

場合には、計画期間内であっても、計画の見直しと変更を行います。 

 

 

 

。 
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資料編  

● 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年 11 月 27 日法律第 127 号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活

環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するととも

に、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に

関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）によ

る空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めること

により、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振

興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条  この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の

使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含

む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそ

れのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないこと

により著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが

不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及

ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関す

る対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための

基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指

針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めるこ

とができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する

対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関す

る事項 
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六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規

定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定による代執

行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の提

供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会

（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の議

員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認める者

をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（都道府県による援助） 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法律

に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市町

村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握す

るための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。 

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又

はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち

入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければ

ならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であっ

て氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度

において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することが

できる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち特

別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都が保

有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別

区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに

当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する

地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求め

ることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸す

るために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理され

ているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備そ

の他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 
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第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情

報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売

し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これらの

活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木

竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著し

く保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定

空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をするこ

とができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態

が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付け

て、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとること

を勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をと

らなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付

けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じよう

とする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記

載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利

な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、意

見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を命

じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならな

い。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命じ

ようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する者に

通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提

出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者

がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了

する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従

い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜ

られるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二

項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行う

ことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又

はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限

を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又は

その命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならな

い。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通省

令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この場合

においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第十二

条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等

に対する措置に関し、その適切な実施を図るために必要な指針を定めることができる。 
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15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・総

務省令で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切か

つ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税

制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家

等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずる

ものとする。 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に処

する。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過料に

処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から起算

して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（平成二七年政令第五〇号で、本文に係る部分は、平成二七年二月二六日から、ただし書に係る部

分は、平成二七年五月二六日から施行） 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必

要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置

を講ずるものとする。 
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● 空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則（平成 27 年４月 22 日） 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号）第 14 条第 11 項の規定に基づ

き、空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則を次のように定める。 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法第 14 条第 11 項の国土交通省令・総務省令で定める方法

は、市町村（特別区を含む。）の公報への掲載、インターネットの利用その他の適切な方法とする。 

附 則 

この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法附則第一項ただし書に規定する規定の施行の

日（平成 27 年 5 月 26 日）から施行する。 
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● 立科町空家等対策協議会規則（令和 3年 3 月 30 日規則第 29 号） 

 

(設置) 

第 1 条 空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年法律第 127 号。以下「法」という。)第 6

条第 1 項に規定する空家等対策計画(以下「空家等対策計画」という。)の策定及び変更並びに実

施等に関する協議を行うため、法第 7 条第 1 項の規定に基づき、立科町空家等対策協議会(以下

「協議会」という。)を設置する。 

(定義) 

第 2 条 この規則において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

(任務) 

第 3 条 協議会は、次に掲げる事項について協議するものとする。 

(1) 空家等対策計画の策定及び変更に関すること。 

(2) 特定空家等に該当するか否かの判断に関すること。 

(3) 空家等の調査及び特定空家等と認められるものに対する立入り調査の方針に関すること。 

(4) 特定空家に対する措置の方針に関すること。 

(5) その他協議会において必要と認められる事項 

(組織) 

第 4 条 協議会は、委員 12 人以内をもって組織する。 

2 委員は、町長のほか、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(1) 住民の代表者 

(2) 町議会の代表者 

(3) 法務、不動産、建築等に関する学識経験者 

(4) 前 3 号に掲げる者のほか町長が必要と認める者 

(委員の任期) 

第 5 条 委員の任期は 2 年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は再任されることができる。 

(会長及び副会長) 

第 6 条 協議会の会長は町長をもって充て、副会長は委員の中から会長が選任する。 

2 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときには、その職務を代理す

る。 

(会議) 

第 7 条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

4 会長は、専門的な事項について必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意

見を求めることができる。 

(守秘義務) 

第 8 条 協議会の委員及び会議に出席を求められた者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならな

い。その職を退いた後も同様とする。 

(報酬) 

第 9 条 委員の報酬及び費用弁償は、特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関係する条

例(昭和 36 年立科町条例第 17 号)の規定を適用する。 

(庶務) 

第 10 条 協議会の庶務は、建設環境課において処理する。 

(補則) 

第 11 条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この規則は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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● 立科町空き家利用促進補助金交付要綱（平成 30 年３月 29 日告示第５号） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町内にある空き家を有効活用し、定住人口の増加による地域の活性化を図る

ため、立科町空き家情報登録制度「空き家バンク」設置要領（平成 22 年告示第 26 号）第４条の

規定により登録された空き家（以下単に「空き家」という。）の売買又は賃貸借に伴い要する改修

や空き家の片付け（以下「改修等」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金

を交付するものとし、その交付に関し、補助金等交付規則（昭和 49 年立科町規則第３号）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、使用する用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）所有者 空き家に係る所有権、その他の権利により当該空き家の売買、賃貸等を行うことが

できる者をいう。 

（２）移住者 町外から立科町に生活の本拠を移し、住民登録している者若しくは住民登録するこ

とが明らかな者をいう。 

（３）転居者 町内の賃貸住宅から空き家に転居した者、若しくは転居することが明らかな者をい

う。 

（４）改修 住環境の改善のために行う空き家の修繕、補修、模様替え又は増築（同一棟に限る）

をいう。 

（５）片付け 空き家内の家財道具及び不用品等の搬出並びに処分をいう。 

（６）施工者 町内に本社を有する法人又は町内に住所を有する個人事業主で、改修を業として行

う者をいう。 

（７）許可業者 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）に基づく許可を

受けた一般廃棄物処理業者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、空き家の売買又は賃貸借（一親等の親族との売買又は賃貸借を除く。）の契

約を締結した者で、次の各号に掲げる者とする。 

（１）空き家の所有者 

（２）空き家を購入した移住者又は転居者で、地域自治会組織に加入し、補助金の交付を受けた

日から５年以上居住する意思がある者 

（３）空き家を賃借した移住者又は転居者で、地域自治会組織に加入し、補助金の交付を受けた

日から５年以上居住する意思がある者 

２ 前項の規定にかかわらず、市区町村が賦課する税等の徴収金に滞納がある者は、補助対象者と

しない。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、施工者又は許可業者に

発注して実施する次の各号に掲げる以外の改修等に要する経費で、５万円以上のものとする。 

（１）合併浄化槽の設置、上下水道設備工事に係る受益者負担金及び加入金 

（２）改修等の実施に伴い購入する家電製品、家具等の物品の購入費用 

（３）改修等に係る設計費 

（４）住宅と同一棟でない物置、車庫等の新築、その他の外構の工事 

（５）その他町長が補助対象経費として適当でないと認める経費 

２ 国、県、町等から改修等の補助金の交付を受けた場合には、補助対象経費から、当該補助金の

補助対象経費を差し引くものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、前条に規定する経費の３分の２以内（1,000 円未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てた額）とし、同一の空き家に対する交付は、50 万円を限度とする。 

（補助金の交付申請及び交付決定） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、立科町空き家利用促進補助金交付申請書（様式第１

号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（１）移住者又は転居者の誓約書（様式第２号） 
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（２）補助対象経費の見積書又は工事請負契約書の写し 

（３）空き家の売買契約書又は賃貸借契約書の写し 

（４）改修等の着手前の状態を撮影した写真 

（５）対象となる空き家の位置図 

（６）改修等の内容を明らかにする書類、図面、仕様書等 

（７）移住者又は転居者の住民票謄本 

（８）市区町村税納税証明書 

（９）空き家の所有者でない者が申請を行う場合にあっては、所有者の同意書（様式第３号） 

(10) その他、町長が必要と認める書類 

２ 町長は、前項に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金交付の可否を決

定し、立科町空き家利用促進補助金交付・不交付決定通知書（様式第４号）により、申請者に通

知するものとする。 

（計画の変更等） 

第７条 前条第２項の規定により補助金交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

交付決定を受けた事業について、その内容を変更又は廃止する事由が生じたときは、立科町空き

家利用促進補助事業変更・廃止承認申請書（様式第５号）を町長に提出し、あらかじめその承認

を受けなければならない。 

２ 町長は、前項による申請があった場合は、その内容を審査し、変更等の承認を決定したとき

は、立科町空き家利用促進補助事業変更・廃止承認通知書（様式第６号）により交付決定者に通

知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、立科町空き家利用促進補助事業実績報告

書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、完了の日から起算して 30 日を経過した日又は交付

決定のあった日の属する年度の３月末日のいずれか早い日までに町長に提出しなければならな

い。 

（１）領収書の写し及び改修等の施工後の写真 

（２）移住者又は転居者の住民票謄本（ただし、交付申請時に空き家の所在地に住民登録してい

る場合を除く） 

（３）その他町長が必要と認める書類 

（補助金の確定） 

第９条 町長は、前条の規定により実績報告を受けたときは、報告書等の書類の審査及び必要に応

じて行う現地調査等により、交付すべき補助金の額を確定し、立科町空き家利用促進補助金交付

確定通知書（様式第８号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第 10 条 交付決定者は、前条に規定する確定通知書を受けた日から起算して 10 日以内に立科町空

き家利用促進事業補助金交付請求書（様式第９号）を町長に提出しなければならない。 

（決定の取消し） 

第 11 条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他の不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）この要綱又は法令に違反したとき。 

（３）交付の日から５年未満の間に他人への貸与、売却又は取り壊し、若しくは転居、転出等に

より居住しなくなったとき。 

２ 前項の規定は、第９条による補助金の確定があった後においても適用するものとする。 

３ 町長は、前２項の規定により補助金の全部又は一部を取り消すときは、立科町空き家利用促進

補助金交付決定取消通知書（様式第 10 号）により、交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第 12 条 交付決定者は、前条の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消された場合

において、当該取消部分に関し、既に補助金の交付を受けているときは、町長が定める日までに

取り消された額を返還しなければならない。この場合において町長が返還を命ずる金額（1,000

円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てた額）は、次表のとおりとする。 

 



 

30 

 

交付日からの経過年数 返還額 

２年未満 補助金交付額の 100％ 

２年以上４年未満 補助金交付額の 80％ 

４年以上５年未満 補助金交付額の 50％ 

 

（補則） 

第 13 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成 30 年４月１日から施行する。 


